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観光振興等に関する財源（帯広市の財源確保策の検討）

（１）負担を求める対象

• 観光振興等に関する財源のあり方を検討するにあたり、「負担を求める対象」
及び「負担を求める手法」を検討する必要がある。

（２）負担を求める手法

検討に際しての論点

 観光振興のための新たな財源のあり方を考えるにあたり、負担を求める対象を検討する必要がある。

 負担を求める対象としては、①帯広市民、②帯広市で事業を営む事業者、③帯広市を訪れる旅
行者などが考えられる。

 負担を求める対象を踏まえた上で、負担を求める手法について、検討する必要がある。検討にあたっ
ては、財源の安定的かつ継続的な確保を見込めることが必要となる。

 負担を求める手法としては、自治体の自主財源として、①法定外目的税、②法定目的税の超過
課税、③寄附金・協力金などが考えられる。



観光振興等に関する財源（自治体の自主財源）

• 自治体の自主財源については、法定外目的税や法定目的税の超過課税、寄附
金・協力金などが考えられる。
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法定外目的税

法定目的税の超過課税

地方団体の特殊事情を勘案して、地方団体が設けることができるもの。総務大臣の同意を
得た上で課税が可能。

地方団体が課税する場合に、財政上その他の必要があると認める場合において、標準税率
を超えた税率で課税ができるもの。

賛同を得た者からの寄附・協力を求めるもの。

地方税

寄附金・協力金

寄附金・協力金



名称 対象者及び税率 目的等 自治体名

かまくら想いプロ
ジェクト

クラウドファンディング（目標額
100万円・1人1口1万円）

市内10か所に観光ルート板を新
設

鎌倉市

• 他自治体をみると、遊漁税や環境協力税、宿泊税（法定外目的税）、入湯税
（法定目的税の超過課税）など、さまざまな財源事例がある。
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観光振興等に関する財源（他自治体の財源事例）

法定外目的税

法定目的税の超過課税

名称 対象者及び税率 目的等 自治体名

遊漁税
河口湖で遊漁行為をする者（200円
／日）

河口湖及び周辺の環境保全・美化、施
設の整備費用

富士河口湖町

環境協力税
旅客船、飛行機等による伊是名村へ
の入域者（100円）

環境の美化、環境の保全及び観光施設
の維持整備に要する費用

伊是名村

宿泊税
京都市のホテル・旅館等の宿泊者
（宿泊料金毎に200円～1,000円）

観光都市としての魅力を高め、観光の
振興を図る施策に要する費用

京都市

名称 対象者及び税率 目的等 自治体名

入湯税
国際観光ホテル整備法に基づく登録対象施設
の宿泊者（阿寒地区）（250円／泊）

阿寒地区の整備や観光振興の費
用

釧路市

寄附金・協力金



• 他自治体における事例を踏まえ、観光振興等に関する財源について比較し、安
定的かつ継続的な収入を見込むことのできるものを検討する必要がある。
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観光振興等に関する財源（財源確保策の比較）

財源確保策事例の比較

手法

論点

整理 宿泊行為への課税 入湯行為への課税 施設利用行為等への協力

事例 宿泊税 入湯税超過課税 観光振興寄附金

種類 法定外目的税 法定目的税の超過課税 寄附金

宿泊施設への宿泊者 鉱泉浴場への入湯者 観光客などの協力者

対象 ○入湯者には観光客やビジネス客の

ほか、市民も含む

○既存の法定目的税

○帯広市の入湯税による税収入は、

11,128千円（平成30年度）

○任意であるため、負担を強いるも

のではない

○任意であるため、収入規模の見通

しが不透明

○観光客やビジネス客のほか、市民

も含め、任意の協力を求め、趣旨に

賛同する者

○宿泊者の多くが観光客、ビジネス

客

○新たに負担を強いるもの

○制度設計により、安定的かつ継続

的な財源確保策となる可能性



• 北海道内の自治体では、宿泊税や入湯税を中心として、観光振興財源を検討す
る動きがみられる。
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観光振興等に関する財源（道内自治体の観光振興財源の検討状況）

道内市町村の検討状況

自治体 方法 税額・税率等 検討委員会開催状況等

札幌市 宿泊税
定額制

（現時点では定額制の意見が多数）
終了（～令和元年12月）

小樽市 宿泊税 ー 実施中（令和元年11月～）

釧路市 入湯税 250円／泊（100円／泊の上乗せ） 変更（平成27年4月～）

函館市 宿泊税 ー 終了（～令和元年12月）

登別市 入湯税 300円／泊（150円／泊の上乗せ） 変更（令和2年4月～）

倶知安町 宿泊税 ２％（定率制） 導入（令和元年11月～）

北海道の検討状況

自治体 方法 税額・税率等 検討委員会開催状況等

北海道
（仮称）
観光振興税

道税を100円とし、市町村が独自に宿泊税を導入する
場合は、それぞれ税額を設定するケースが望ましい

終了（～令和2年2月）

※検討状況は、各市町村における検討委員会等資料等から抜粋

※検討状況は、北海道「（仮称）観光振興税に係る懇談会」における意見から抜粋


